
は　じ　め　に

　エネルギーにかかわる研究，教育，産業の在り方が問われている。20 世紀

末まで，人々の生活圏や生産活動の範囲はおもに国内に限定されていた。エネ

ルギーだけでなく，農業，鉄道，建築など多くの分野で産業活動や技術開発

は，地方や国という閉ざされた社会の中で行われていた。それは農耕社会の活

動に似ており，ストック経済を重視したものであった。活動範囲は国や地方と

いった閉じた集合で捉えることができた。閉じた集合では，境界や条件が明確

で目標も見い出しやすく，需要と供給も比較的容易に予測できた。

　しかし，20 世紀後半頃から先進国の発展は，次第に安定成長へと変わり，

社会の経済活動はストック型からフロー型へと変化していった。フロー型社会

では，多くのプレーヤーが市場に参入するために，業界の境界がはっきりしな

くなる。一方，グローバル化の急速な進展によって，企業や人々の活動範囲と

生活圏が世界へと広がっている。経済発展の中心は新興国や開発途上国へ移

り，先進国は自国経済を立て直すために海外での活動を余儀なくされている。

また，変動が大きい中で，将来を予測することが難しい航海，狩猟の時代に

なってきている。天候が悪化すれば最終目的地へ到達できない可能性もある。

どのような動物に遭い，生存できるかはわからない弱肉強食の社会でもある。

閉じた世界では戦術が大切であった。しかし，開いた社会では戦術よりも戦略

が大切になる。知識よりも状況判断力が求められ，戦略は状況変化に合わせて

つねに見直されなければならない。

　一方，日本では 2011 年 3 月に東日本大震災に襲われ，それによって発生し

た福島第一原子力発電所の事故は，これまでのエネルギー政策の見直しを余儀

なくした。わが国を取り巻くエネルギー情勢はきわめて厳しくなり，展望が描

けない状況にある。わが国は，エネルギー安全保障，地球環境問題，燃料価格

の高騰，それにエネルギー施設の危機・安全管理など，かつてない数多くの問

題を抱えている。混迷しているエネルギー事情を立て直すには，羅針盤となる

組織・グループの活動が求められている。それは，直面しているリスクをチャ
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ンスと捉えて発展させることであり，社会の持続可能な発展である。

　一般社団法人　日本エネルギー学会に「エネルギー学」部会が設立されて 7

年がたち，その活動は「学融合」，「エネルギー教育」，「エネルギー政策」の三

つの分科会によって進められてきた。会員には大学・研究機関のエネルギー関

係者やエネルギー産業の有識者が多い。これまでの活動により，「エネルギー

学」は多くの人に認知されてきた。今後は，参加会員が専門的かつ客観的な分

析と技術的知見によって互いに議論し合い，国難ともいえるエネルギー問題を

解決していく頭脳集団になることが期待される。

　「エネルギー学」は，持続可能な発展という人類の運命にかかわる大きな学術

的課題に対して，エネルギー分野の面から現象の解明や新たな理論の展開にと

どまらず，問題解決といった目的を持った学術である。「エネルギー学」が目指

す方法論は，資源，技術，環境，経済，社会など総合的な立場からエネルギー

システムの問題解決に向けた広範なディシプリンを統合することである。それ

には，持続可能な社会発展を目標に，世界・地域・国・地方・企業・住民など

さまざまな組織や人が直面しているエネルギー問題の解決に必要となる分析・

予測・評価手法を構築し，具体的な問題に適用していくことが求められる。

　本書は 10 章から構成されている。1章では「エネルギー学」の概要を述べ

るとともに「エネルギー学」が目指している目標を解説している。2章から 6

章までは，「エネルギー学」を歴史，政策，リスク問題，教育，学融合から概

観し，異なった視点から「エネルギー学」の発展すべき方向性が示されてい

る。7章から 10 章までは，エネルギー問題の解決に重要な事例を選び，課題

と解決方法を解説している。「エネルギー学」の発展に重要なエネルギー需給

見通し，技術導入，材料開発，コミュニケーションの分野で事例が紹介されて

いる。

　本書で紹介されている「エネルギー学」の知識によって，多くの方々が「エ

ネルギー学」へ関心を持っていただくようになり，日本ならびに世界が直面し

ているエネルギー問題の解決に向けて努力してくだされば幸いである。

　2013 年 12 月

 内山　洋司　
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「エネルギー学」とは

1 .1　持続可能な発展を支える「エネルギー学」

　18 世紀にヨーロッパで生まれた産業革命による工業化の流れは，20 世紀に

入ってアメリカで花開いた。科学技術の進歩は経済を発展させ，これまでの人

類史上では考えられない物質的に豊かで便利な社会をもたらしている。機械や

電気などの技術進歩によって肉体労働は機械に置き換えられ，情報技術の発展

によって精神労働までもがコンピュータによって処理されるようになった。科

学技術の発展による工業化の流れはとどまることがない。ナノテクノロジー，

情報技術，バイオテクノロジーなど科学技術の高度化が進んでおり，グローバ

ル化と情報化は，世界の国々に人やモノの移動や技術の移転する量を増やし，

その速度を高めている。

　科学技術による工業化がこれほどまでに進展したのは，第二次世界大戦以降

のわずか半世紀程度の期間である。この間，世界の人口は 2.5 倍，経済成長は

6.5 倍，そしてエネルギー消費は 5倍にまで増加している。そして，その勢い

はとどまることがない。21 世紀に入ってから物質的な豊かさを求める流れは，

先進国から新興国，そして開発途上国へ広がり始めている。世界人口の 8割を

占めている新興国と開発途上国では，工業化による経済発展と先進国のライフ

スタイルを急速に取り入れつつある。

　現代社会の経済発展とライフスタイルは，基本的には物質の大量消費によっ
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2　　　1.　「エネルギー学」とは　

て成り立っている。物質的な豊かさを追い求めるほど，エネルギーなどの鉱物

資源や木材・食糧などの生物資源の消費量が増加していく。そして人口増加は

資源消費を加速する。世界人口は現在 70 億人であるが，国連の人口予測によ

ると 2050 年には 90 億人に達すると推計されている。人口の増大と世界の経済

発展は，資源の大量消費を招き，天然資源の世界需要を急増することになる。

石油・天然ガスなど化石燃料や希土類・モリブデン・ニッケル・銅などの鉱物

資源，魚・えび・貝などの水産資源，飲料水・農業用水・工業用水などの水資

源，それに熱帯林などの森林資源の需要がこのまま増大し続けていくと，将

来，世界は資源の供給不足に陥るおそれがある。

　一方で，資源の大量消費は大気，水質，土壌の汚染問題を発生させている。

その汚染は工場や都市を中心に人々の生活空間に広がっている。それだけでな

く，有害物質の越境移動，酸性雨，熱帯林の喪失，砂漠化，海洋汚染，オゾン

層破壊，さらに地球温暖化など環境問題のグローバル化が進んでいる。地球規

模の環境問題は，時間がたつにつれ深刻さが増す現象である。悪化が進み事態

が深刻になってからでは，元に修復することはできない。それは，病気に例え

ると生活習慣病に類似している。豊かで便利な生活では，飽食や運動不足にな

りがちである。若い間は病気の症状は見られないが，年をとると癌
がん

，脳血管疾

患，心臓病，糖尿病，あるいは筋力低下による関節炎や骨折などの症状が現れ

てくる。症状が悪化してからの治療ではもはや手遅れとなる。症状が出ないよ

う若いうちから日常の生活習慣を変える必要がある。

　限りある資源をできるだけ子孫に残し，環境保全を図っていく「持続可能な

発展」が望まれている。1986 年に開かれた国連の「環境と開発に関する世界

委員会」にて，持続可能な発展に向けた行動指針が採択された。それは，「永

続的で安定した生活物資の供給を通じて，世界の貧しい人々を絶対的貧困から

救うこと」，「基本的な資源の減耗と環境の悪化を最小にすること」，「広義な視

点から，経済成長のみでなく社会的・文化的な発展を含む」，「あらゆるレベル

での意思決定において経済学と生態学の統一を要求する」を基本とした内容の

ものである。国連会議で，ノルウェーの首相であったブラントラント女史
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（Brundland, Gro Harlem）は，つぎに示す四つの側面から持続可能性を訴えて

いる。

　① 　持続可能性は，永続的で安定した生活物資の供給を通じて，世界の貧し

い人々を絶対的貧困から救うことである。

　②　それは，基本的な資源の減耗と環境の悪化を最小にする。

　③ 　また広義な視点から，経済成長のみでなく社会的・文化的な発展を含

む。

　④ 　あらゆるレベルでの意思決定において経済学と生態学の統一を要求す

る。

　「持続可能な発展」については多くの人や機関によって議論されており，明

確な定義はないが，それらに共通している点は，「環境性」，「未来性」，「公平

性」の三つである。

　・ 「環境性」：自然環境，人工的環境および文化的環境の価値を強調する。

　・ 「未来性」：短・中期的未来と長期的未来の双方に配慮する。

　・ 「公平性」：社会における最も恵まれない人々のニーズを満たすこと（世代

内公平性）とともに，将来の世代を公平に扱うこと（世代間公平性）を強

調する。

　持続可能な社会を構築する活動は，世界各国で広まりつつある。それは，国

だけでなく企業の活動にも影響を与えている。企業は，利潤追求という基本目

標を，さまざまな社会制約と環境・資源制約の中で達成していくことを余儀な

くされている（図 1 .1参照）。企業の社会的責任への注目が高まっている。企

業活動は，社会の健全かつ持続的な発展があってこそ成り立つという点から，

企業は社会の一員として，より良い社会を築き支える責任を負っている。消費

者の中に，商品の選別や企業の評価の際に，社会的責任への活動を判断基準と

する人々の数は増加しており，その活動は企業にとって信頼性向上および競争

力強化のために欠かすことのできない取組みとなっている。

　持続可能な発展の理念は教育界にも取り入れられつつある。それは，生徒に

初等・中等教育の過程から，過去の結果として現在があることを理解させ，現

コ
ロ
ナ
社



4　　　1.　「エネルギー学」とは　

在が将来にどのようにつながっていくのか，また将来のあるべき姿を前提にし

て「未来から現在を設計する」能力を身に付けさせるものである。エネル

ギー・環境教育でもその活動が高まっている。それは，現代および将来のエネ

ルギー・環境問題への理解を深めさせることで，持続可能な社会に求められる

産業活動や暮らし方を考える力を育成するものである。それには，現状を分析

し，将来を見据えた社会の形成を担える問題設定・解決型能力を身に付け，将

来に対して望ましい選択と行動できる能力の養成が必要となる。

　世界が持続可能な発展を遂げていくためには，私たちが直面しているローカ

ルかつグローバルな問題を客観的に明らかにし，その解決に向けた処方箋を何

枚も何枚も作り，対策を実行していくことが求められている。「エネルギー学」

は，社会の持続可能な発展をエネルギー分野から支援する学問として誕生した

ものである。「エネルギー学」の役割には，エネルギー政策・計画の立案，エ

ネルギー資源・技術の選択や評価を支援する以外に，青少年の段階から社会の

持続可能な発展を客観的に理解できる能力を身に付けさせるエネルギー教育も

ある。「エネルギー学」は，まだ学問として明確に体系化されていないが，こ

国
・
企
業

教育活動

社会制約

環境・資源制約

持続可能な発展
（新成長領域，
持続的価値の創出）

【持続可能な発展】
現世代のニーズを満たしながらも，将来世代の

発展も脅かさない発展である。

NGO/NPOの要求
家電リサイクル法

グローバル視点からの CSR経営への要求
温室効果ガスの排出削減

国連・EU・日本など法規制・条約の変化

市民による抗議活動やボイコット運動

鉱物資源の需給逼迫
化学物質リスク

資源価格の高騰
地球温暖化による気候変化

生態系の変化
公害・廃棄物問題

ひつ

図 1 .1　 情勢変化に求められる国・企業の対応（エティオ・マンティーニ
「Strategic Designモデル」を参考に作成）

コ
ロ
ナ
社



　1.2　「エネルギー学」の定義と関連学問分野　　　5

こでは現時点で考えられる「エネルギー学」について概説する。

1 .2　「エネルギー学」の定義と関連学問分野

1.2 .1　「エネルギー学」の定義と目標

　「エネルギー学」は，持続可能な発展という人類の運命にかかわる大きな学

術的課題に対してエネルギー分野の面から応えていくことにあり，現象の解明

や新たな理論の展開にとどまらず，問題解決といった目的を持った学問であ

る。「エネルギー学」については，平成 12 年の日本学術会議「社会・産業・エ

ネルギー研究連絡委員会」にて議論され報告書が出されている1）†。

　その報告書を参考にして「エネルギー学」とは何かを述べることにする。報

告書には，まず「エネルギー学」の目標が記されている。その目標は，エネル

ギー問題について多面的で的確な評価・判断ができる見識を社会の中に醸成す

るとある。例えば，再生可能エネルギーや原子力の役割をそれぞれの分野にお

いて技術特性を検討し開発課題を評価することは大切ではあるが，それだけで

エネルギー問題を解決することにはならない。それぞれの技術をエネルギーシ

ステムの中に位置付け，資源や環境容量の制約の中で，人類の長期的なエネル

ギー需給の姿を描き，持続可能性などの総合的な評価基準の下で解析すること

で初めて的確な評価が可能となる。

　また，報告書には「エネルギー学」の学問としての役割が述べられている。

それは，エネルギーに関する諸学の知識を構造化して俯
ふ

瞰
かん

的「知」として体系

化すると同時に，エネルギー問題のリスク事象の解決に向けた方法論の構築を

図ることであり，かつ異なる立場にある利害関係者の主張や要求に対して社会

の持続可能な発展の理念を基本に，客観的，かつ中立的な立場から応えること

ができる科学的論拠を与えることである。「エネルギー学」が目指す方法論と

は，持続可能な社会発展を目標に，世界・地域・国・地方・企業・住民などさ

まざまな組織や人が直面しているエネルギー問題の解決に必要となる分析・予

†　肩付き数字は，巻末の引用・参考文献番号を表す。
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測・評価手法を，資源，技術，環境，社会経済といったエネルギーシステムに

対して総合的に構築していくことである。

　方法論の特徴は，問題解決に向けて広範な学問と専門的知識を統合すること

である。その方法論は，エネルギー政策・計画の立案，エネルギー資源・技術

の選択や評価を支援するものである。今日，われわれが直面する多くの問題

は，オゾン層破壊や地球温暖化問題に見られるように，現象認識の手段である

科学を応用しやすいように，この基本目的を分断・細分化して個別目的をばら

ばらに追求したことにより生じている。これは目的と手段の倒錯である。「エ

ネルギー学」には，「人間にとって」という基本目的に立ち返り，諸学の知識

と方法論を統合することで新しい学問像を生み出すことが求められている。そ

の問題構造には，統合によって初めて理解できる真理が生まれるという特徴が

ある。

　エネルギー問題を資源，経済，社会，環境，技術などの側面から捉えた場

合，それぞれにさまざまなリスク事象が発生する。リスクとは，社会や人々に

被害を及ぼす事象の大きさとその発生確率によって表されるが，一方で便益と

一体となっているものも多い。便益を得るためには，ある特定事象のリスクを

受け入れざるを得ない。両者はトレード・オフ関係にあり，エネルギー問題の

解決は，エネルギーにかかわるリスクの最小化と便益の最大化から最適な方策

を検討することになる。検討の範囲は，被害事象の発生時点だけでなく，事

前，あるいは事後においても求められる。

　しかし，実際の意思決定となると，利害関係者によってリスクと便益に対す

る判断が異なるために，解決に向けた合意を得ることは容易ではない。利害関

係者には，国，企業，NPO，住民など，立場が異なるさまざまな組織や人が含

まれる。彼らのリスクに対する認知は，必ずしも同じになるとは限らず，むし

ろ異なる場合が一般的で，多くの場合，利害関係者の調整には時間がかかるこ

とが多い。「エネルギー学」によって得られる知見は，利害関係者すべての要

求を平均的に満たすことではなく，利害関係者が持続可能な社会の発展という

共通理念に向かって協力し合える体制整備と実行計画を培うことにある。
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1 .2 .2　関連する学問分野

　「エネルギー学」に必要な知識と関係する学問分野は多岐にわたっている。

その関連分野の多くは自然科学と人文・社会科学における既存分野である。表

1 .1は，「エネルギー学」に関連する既存の学問分野を列挙したものである。

自然科学の中には理学，工学，環境科学，生物学・医学が，人文・社会科学に

は経済学・商学，政治学・法学，社会学が関係しており，それらの既存学問分

野の知見が「エネルギー学」の基盤を形成している。すでにこれらの知見は，

それぞれの分野では多くの蓄積があり，「エネルギー学」は当然これら学問的

蓄積を基盤に展開されるべきものである。

表 1 .1　「エネルギー学」に関連する既存の学問分野

領　域 自然科学 人文・社会科学
学問分野 理　学 工　学 環境科学 生物学・医学 経済学・商学 政治学・法学 社会学

お
も
な
基
礎
学
問

数理科学（統計学，推計学）・情報科学（OR，システム分析）
物理学
化学
生物学
地理学
地質学

資源工学
機械工学
電気・電子工学
化学工学
材料工学
土木工学
建築学

環境学
気象学
生態学

実験生物学
疫学

社会経済学
厚生経済学
環境経済学
金融学
簿記

国際関係学
国際政治学
行政学
地方自治
政策科学
公法
民事法

社会ネットワーク論
社会心理学
コミュニケーション論
行動科学
社会調査

　「エネルギー学」の展開の基本的な方向は，エネルギーに関する既存分野で

蓄積された学問的成果を，システム概念に基づく方法論を用いて総合化するこ

とである。システムとは複数の要素が有機的に関係し合い，全体としてまと

まった機能を発揮している要素の集合体である。システム化の方法論は多種多

様である。方法論には，数理科学（統計学，推計学）・情報科学（オペレー

ションズリサーチ，システム分析）の分野で，対象とする問題は異なっている

が，数多くの知見が蓄積されている2）。

　以上のような基本的特徴を持つ「エネルギー学」の方法論では，問題の設定

そのものが重要な役割を果たす。問題をいかに設定するかが「エネルギー学」

の方法論の核心となる。この意味で，「エネルギー学」は，従来の多くの学問
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のように論理実証的であることによって成立する学問ではなく，論理整合的で

あることで成立する学問であるといえる。このようなアプローチからも，個別

問題の構造や個別問題間の関係の中に普遍的な問題の基本構造を見つけるなど

の展開により，先端的，創造的な知的発展性を期待することができる1）。また，

人間にとっての価値を中心概念としてエネルギーの諸問題を取り扱う「エネル

ギー学」においては，現象を理解する認識科学とともに，あるべき価値観を創

造するという設計科学の視点を重視している。

　「エネルギー学」の学修方法としては，自然科学と人文・社会科学における

特定の専門分野に軸足を置くことがまず大切になり，つぎにその周辺の学問領

域についてもエネルギーに関連する知識を身に付けていく必要がある。また，

システム化の方法論として数理科学や情報科学の知識を習得することが望まし

い。研究の問題設定とそれを解決していく能力は，目標と目的をどこまで具体

的に明確にできるかで決まる。それには社会のニーズ，とりわけ「エネルギー

学」の「人間にとって」という基本目的に立ち返って，エネルギーに関連する

国内外の現実問題に対して広い視野から問題設定能力を習得することが望まし

い。

1 .3　「エネルギー学」が目指す目標

　物質的な豊かさを追い求め続けているグローバル社会の潮流の中で，天然資

源の大量消費，環境汚染や地球温暖化問題，生態系の破壊は今世紀も世界規模

で進んでいくことが予想される。森林，海，湖や河川，空気などは人類の共有

物である。特定の利潤追求によって汚染や破壊を進めてはならない。世界が持

続可能な発展をし続けていくためには，経済・資源・環境との調和が不可欠に

なる。世界のグローバル化は，社会問題を複雑にし，その変化を速くしてい

る。そういった社会の変化に機敏に対応していくためには，フラットな体制づ

くりとともに，持続可能な社会の形成を担える問題設定・解決型能力を身に付

けていくことが求められる。
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　トーマス・フリードマンは，著書『フラット化する世界』の中で，フラット

な世界で伸ばすことができる第一の，そして最も重要な能力は，「学ぶ方法を

学ぶ」という能力だと指摘している3）。決して，知識量を増やせとか，計算ス

ピードを上げろといっているわけではない。グローバル化と情報化で情報量が

増え続けている社会では，求められる学力は，知識量や技能速度ではなく，思

考力・応用力・創造力を重視した学習力である。現状を正しく分析し，将来を

見据えて社会や技術を評価し，望ましい将来のために選択し行動していける能

力を身に付けることが「エネルギー学」の目指す目標である。
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